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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

    ３．第41期第１四半期連結累計期間及び第41期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

    ４．第42期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。 

また、主要な関係会社に異動はない。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第41期 

第１四半期連結 
累計期間 

第42期 
第１四半期連結 

累計期間 
第41期 

会計期間 
自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日 

自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日 

自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 

売上高（営業収益） （百万円）  38,304  39,717  166,439

経常利益又は経常損失（△） （百万円）  148  △1,166  6,307

四半期（当期）純利益又は 

四半期純損失（△） 
（百万円）  73  △1,056  4,318

四半期包括利益又は包括利益 （百万円）  △137  △1,064  4,919

純資産額 （百万円）  131,626  134,462  136,056

総資産額 （百万円）  410,509  432,014  435,515

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△） 

（円）  4.20  △60.47  247.20

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  31.9  30.9  31.1

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

(1）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における沖縄県経済は、個人消費や観光が堅調に推移していることに加え、建設関連

が底堅く推移し、雇用も改善傾向を辿りつつあるなど、全体として拡大している。 

このような状況の中で、当第１四半期連結累計期間の収支については、収入面では、電気事業において販売電力

量の増加や燃料費調整制度等の影響により売上高は増加となった。連結子会社においては外部向け売上高の減少と

なった。その結果、売上高は前年同期に比べ14億12百万円増（3.7％増）の397億17百万円となった。 

一方、支出面では、電気事業において修繕費の減少があったものの、減価償却費、燃料費が増加したことから、

営業費用は前年同期に比べ29億10百万円増（7.8％増）の404億５百万円となった。 

以上の結果、営業損失は６億88百万円（前年同期は営業利益８億９百万円）となった。 

また、営業外損益を含めた経常損失は11億66百万円（前年同期は経常利益１億48百万円）、四半期純損失は10億

56百万円（前年同期は四半期純利益73百万円）となった。 

なお、当社グループの主たる事業である電気事業において、電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の

修繕工事の完了時期による影響を受けることなどにより、四半期の業績に季節的変動がある。  

   

セグメントの業績は、次のとおりである。 

①電気事業 

当第１四半期連結累計期間の販売電力量は、電灯はお客さま数の増加による需要増により前年同期を上回った。

また、電力においても、業務用電力における新規お客さまなどの需要増により前年同期を上回った。 

その結果、電灯と電力(特定規模需要を含む）の総販売電力量は、前年同期に比べ1.0％増の17億39百万kWhとな

った。 

収支については、販売電力量の増加や燃料費調整制度等の影響により、売上高は前年同期に比べ16億23百万円増

（4.4％増）の384億76百万円となった。 

一方、営業費用は、修繕費の減少があったものの、減価償却費、燃料費が増加したことから、前年同期に比べ28

億70百万円増（7.9％増）の389億81百万円となった。 

その結果、営業損失は５億５百万円（前年同期は営業利益７億41百万円）となった。 

②その他 

その他の収支については、電気事業向け工事や外部向け工事の受注減などから、売上高は前年同期に比べて16億

３百万円減（17.6％減）の74億89百万円、営業費用は14億97百万円減（16.5％減）の75億53百万円となった。 

その結果、営業損失は63百万円（前年同期は営業利益42百万円）となった。 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

(3）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億71百万円である。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。 

(4）主要な設備  

当第１四半期連結累計期間において、新設した発電所 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 発電所名  所在地 燃料種別  出力（kW） 運転開始 

 吉の浦火力発電所２号  沖縄県中頭郡中城村 ＬＮＧ  251,000  Ｈ25-5 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はない。 

 該当事項はない。 

 該当事項はない。 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  30,000,000

計  30,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成25年６月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成25年８月12日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式  17,524,723  17,524,723

東京証券取引所 

（市場第一部） 

福岡証券取引所 

単元株式数 100株 

計  17,524,723  17,524,723 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成25年４月１日～ 

平成25年６月30日 
 － 17,524,723 － 7,586  －  7,141

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてい

る。 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は全て当社所有の自己株式である。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株（議決権の数７個）含まれ

ている。 

②【自己株式等】 

 該当事項はない。 

（７）【議決権の状況】

  平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       53,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   17,321,800  173,218 － 

単元未満株式 普通株式       149,623 － １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数  17,524,723 － － 

総株主の議決権 －  173,218 － 

  平成25年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合 

（％） 

沖縄電力株式会社 
沖縄県浦添市牧港 

五丁目２番１号 
 53,300  －  53,300  0.30

計 －  53,300  －  53,300  0.30

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠し、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）に準じて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

固定資産 390,304 393,059

電気事業固定資産 329,331 345,092

汽力発電設備 145,726 162,695

内燃力発電設備 12,092 12,096

送電設備 51,413 50,721

変電設備 32,032 31,950

配電設備 71,631 71,495

業務設備 14,774 14,516

その他の電気事業固定資産 1,659 1,616

その他の固定資産 15,728 15,611

固定資産仮勘定 20,968 8,263

建設仮勘定及び除却仮勘定 20,968 8,263

投資その他の資産 24,276 24,091

長期投資 10,141 10,103

繰延税金資産 10,240 10,175

その他 3,993 3,911

貸倒引当金（貸方） △98 △98

流動資産 45,211 38,955

現金及び預金 17,730 9,738

受取手形及び売掛金 6,925 8,959

たな卸資産 13,217 14,999

繰延税金資産 1,807 2,107

その他 5,680 3,347

貸倒引当金（貸方） △150 △198

合計 435,515 432,014
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

負債及び純資産の部   

固定負債 239,004 233,950

社債 79,999 79,999

長期借入金 110,993 106,996

リース債務 32,064 31,185

退職給付引当金 15,080 14,970

その他 865 798

流動負債 60,455 63,601

1年以内に期限到来の固定負債 20,236 19,716

短期借入金 196 2,280

コマーシャル・ペーパー － 4,000

支払手形及び買掛金 10,917 9,214

未払税金 1,819 1,448

その他 27,285 26,941

負債合計 299,459 297,552

株主資本 133,988 132,407

資本金 7,586 7,586

資本剰余金 7,141 7,141

利益剰余金 119,533 117,953

自己株式 △273 △273

その他の包括利益累計額 1,292 1,279

その他有価証券評価差額金 1,292 1,279

少数株主持分 774 775

純資産合計 136,056 134,462

合計 435,515 432,014

2013/08/12 10:53:1513929142_第１四半期報告書_20130812105257

- 7 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

営業収益 ※1  38,304 ※1  39,717

電気事業営業収益 36,782 38,405

その他事業営業収益 1,522 1,311

営業費用 ※1  37,494 ※1  40,405

電気事業営業費用 35,962 39,144

その他事業営業費用 1,532 1,260

営業利益又は営業損失（△） 809 △688

営業外収益 203 270

受取配当金 72 77

受取利息 3 34

その他 127 157

営業外費用 864 748

支払利息 736 712

その他 127 35

四半期経常収益合計 38,508 39,987

四半期経常費用合計 38,359 41,153

経常利益又は経常損失（△） 148 △1,166

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

148 △1,166

法人税等 88 △115

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

60 △1,051

少数株主利益又は少数株主損失（△） △13 5

四半期純利益又は四半期純損失（△） 73 △1,056
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

60 △1,051

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △197 △13

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

その他の包括利益合計 △197 △13

四半期包括利益 △137 △1,064

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △121 △1,069

少数株主に係る四半期包括利益 △15 4

2013/08/12 10:53:1513929142_第１四半期報告書_20130812105257

- 9 -



（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算している。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示している。 

【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）
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前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日） 

※１．売上高等の季節的変動 

電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の修繕工事の完了時期による影響を受けることなどに

より、四半期の業績に季節的変動がある。 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連結累

計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

配当金支払額 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

配当金支払額 

（四半期連結損益計算書関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

減価償却費 百万円 5,064 百万円 7,022

（株主資本等関係）

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  524  30  平成24年３月31日  平成24年６月29日 利益剰余金 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  524  30  平成25年３月31日  平成25年６月28日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、配電・電気・土木・建設工事の

請負施工、電気機械設備の受託運転・保守点検などの事業を含んでいる。 

２．セグメント利益の調整額25百万円は、セグメント間取引消去である。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、配電・電気・土木・建設工事の

請負施工、電気機械設備の受託運転・保守点検などの事業を含んでいる。 

２．セグメント損失（△）の調整額△118百万円は、セグメント間取引消去である。 

３．セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っている。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 電気事業 

売上高  

外部顧客への売上高  36,822  1,482  38,304  －  38,304

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 30  7,610  7,641  △7,641  －

計  36,852  9,093  45,945  △7,641  38,304

セグメント利益  741  42  784  25  809

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 電気事業 

売上高  

外部顧客への売上高  38,444  1,272  39,717  －  39,717

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 31  6,217  6,248  △6,248  －

計  38,476  7,489  45,965  △6,248  39,717

セグメント損失（△）  △505  △63  △569  △118  △688
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 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（注） 前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載していない。当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 該当事項はない。 

該当事項はない。 

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△） 
円 銭 4 20 円 銭 △60 47

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円） 
 73  △1,056

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円） 
 73  △1,056

普通株式の期中平均株式数（千株）  17,471  17,471

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項なし。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖縄電力株式

会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２５年４月１

日から平成２５年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖縄電力株式会社及び連結子会社の平成２５年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

   平成25年8月8日 

沖縄電力株式会社     

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 向    眞 生  印 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 細 野  和 寿  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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